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店  
２００２年３月期 個別中間財務諸表の概要 

 
２００１年 １１月 ９日 

会 社 名 株式会社やまや  登録銘柄 
コ ー ド 番 号 ９９９４  本社所在都道府県   宮城県   
本 社 所 在 地 宮城県塩釜市新浜町一丁目１１番１９号 
問 合 せ 先 責任者役職名 常務取締役経営企画室長 
 氏 名 松本  庄司  Ｔ Ｅ Ｌ (022)363-1324(直通) 

中間決算取締役会開催日   ２００１年 １１月  ９日  中間配当制度の有無 有 ・ 無  
  

１.２００１年 ９月中間期の業績 （２００１年 ４月 １日～２００１年 ９月 ３０日） 

（１）経 営 成 績                                                        （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2001年9月中間期    24,499 (   7.4 )       366 (  90.1 )        409 (  93.4 ) 

2000年9月中間期    22,815 ( △0.3 )       192 ( 105.5 )        211 ( 102.6 ) 

2001年3月期    46,187        760         771  
 

 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

１ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円     銭 

2001年9月中間期      196 (     - )         20 17 

2000年9月中間期    △ 60 (     - )       △ 6 20 

2001年3月期      259          26 61 
（注） １.期中平均株式数   2001年 9月中間期 9,753,200株 
    2000年 9月中間期 9,753,200株 
    2001年 3月期 9,753,200株 
 ２.会計処理の方法の変更    有 ・ 無 
  

（２）配 当 状 況 
 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

             円    銭               円    銭 

2001年9月中間期          0 0         -      - 

2000年9月中間期          0 0         -      - 

2001年3月期          0 0         8     00 
 

（３）財 政 状 態 
 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2001年9月中間期     21,528 12,581 58.4 1,289 99 

2000年9月中間期 21,232 12,113 57.1 1,242 02 

2001年3月期 21,204 12,433 58.6 1,274 82 
（注） 期末発行済株式数   2001年 9月中間期 9,753,200株 
    2000年 9月中間期 9,753,200株 

    2001年 3月期 9,753,200株 

  
 ２．２００２年 ３月期の業績予想（２００１年 ４月 １日～２００２年 ３月 ３１日） 

１株当たり年間配当金            
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通 期 50,000 895 270 8 00 8 00 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  27円 68銭 



（１）中間財務諸表

①　中間貸借対照表

（単位 ： 千円  千円未満切捨）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表
（２０００年９月３０日現在） （２００１年９月３０日現在） （２００１年３月３１日現在）

注記 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比
番号 ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ）

％ ％ 

1 . 2,344,210                2,072,051                2,591,414                

2 . 235,397                  266,360                  296,552                  

3 . -                            16                          -                            

4 . 3,730,034                4,562,421                3,821,363                

5 . 43,761                    89,265                    46,885                    

6 . ※2 570,389                  359,360                  303,312                  

7 . 739,659                  885,070                  858,803                  

-                            △      1,455            △        778             

7,663,453                36.1       8,233,092                38.2       7,917,553                37.3      

1 . ※１

4,229,315                4,177,178                -                            

-                            -                            3,766,103                

-                            -                            372,938                  

170,943                  141,788                  155,406                  

16,352                    22,660                    24,076                    

688,725                  651,041                  651,267                  

3,792,945                3,773,805                3,792,945                

3,710                      82,200                    25,816                    

8,901,992                8,848,674                8,788,554                

2 . 332,166                  208,995                  238,432                  

3 .

235,412                  285,299                  235,412                  

411,664                  401,057                  401,057                  

601                        601                        601                        

62,665                    16,975                    60,089                    

468,141                  421,588                  506,766                  

2,546,348                2,514,520                2,490,152                

269,867                  90,600                    52,600                    

255,911                  210,662                  226,427                  

331,424                  358,725                  349,936                  

△      247,480         △      62,750           △      62,750           

4,334,557                4,237,280                4,260,294                

13,568,716              63.9       13,294,950              61.8       13,287,280              62.7      

228                        0.0        -                            -           -                            -           

21,232,399              100.0     21,528,042              100.0     21,204,834              100.0     

(6)

(7)

(8)

(3)

長 期 貸 付 金

破産債権、再生債権、更生債権

(4)

(5)

出 資 金

差 入 保 証 金

(1)

(2)

(3)

(4)

Ⅱ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物(2)

(1) 建 物 及 び 構 築 物

(9)

資 産 合 計

Ⅲ 繰 延 資 産

(5)

(6)

繰 延 税 金 資 産(8)

その他これらに準ずる債権

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

(7)

機 械 及 び 装 置

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 投 資 等

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

土 地

建 設 仮 勘 定

計

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

売 掛 金

た な 卸 資 産

流 動 資 産 合 計

契 約 店 未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

自 己 株 式

１. 中 間 財 務 諸 表 等

Ⅰ

（  資  産  の  部  ）

流 動 資 産

区   分

－2－



（単位 ： 千円  千円未満切捨）

当中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表
（２０００年９月３０日現在） （２００１年９月３０日現在） （２００１年３月３１日現在）

注記 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比
番号 ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ）

％ ％ ％ 

1 . 2,545,260                2,817,116                2,996,649               

2 . 4,388,835                4,725,000                3,498,629               

3 . 300,000                  -                            300,000                  

4 . 250,418                  262,684                  285,815                  

5 . 45,968                    232,000                  235,000                  

6 . -                            -                            36,058                    

7 . 66,941                    71,307                    70,440                    

8 . 221                        -                            -                           

9 . -                            -                            33,454                    

. -                            -                            5,361                     

. 148,157                  193,806                  93,024                    

. 159,405                  112,390                  115,973                  

7,905,208                37.2       8,414,305                39.1       7,670,408               36.2       

1 . 750,000                  -                            600,000                  

2 . 129,310                  144,557                  134,561                  

3 . 311,360                  332,530                  320,990                  

4 . 22,852                    55,083                    45,252                    

1,213,523                5.7        532,171                  2.5        1,100,804               5.2        

9,118,731                42.9       8,946,476                41.6       8,771,212               41.4       

3,247,330                15.3       3,247,330                15.1       3,247,330               15.3       

6,055,252                28.6       6,055,252                28.1       6,055,252               28.6       

70,845                    0.3        78,647                    0.4        70,845                    0.3        

1 . 2,100,000                2,100,000                2,100,000               

2 . 640,238                  1,071,116                960,194                  

2,740,238                12.9       3,171,116                14.7       3,060,194               14.4       

-                            -           29,218                    0.1        -                           -           

12,113,667              57.1       12,581,566              58.4       12,433,622              58.6       

21,232,399              100.0     21,528,042              100.0     21,204,834              100.0     

Ⅴ その他有価証券評価差額金

Ⅰ 資 本 金

資 本 準 備 金

Ⅳ

利 益 準 備 金

Ⅱ

10

11

12

固 定 負 債Ⅱ

流 動 負 債 合 計

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

役員退職慰労金引当金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

中間（当期）未処分利益

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

任 意 積 立 金

そ の 他 の 剰 余 金

負 債 合 計

（  資  本  の  部  ）

Ⅲ

区   分

（  負  債  の  部  ）

Ⅰ 流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

預 り 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

一年以内返済長期借入金

未 払 費 用

前 受 金

－3－



②　中間損益計算書
（単位 ： 千円  千円未満切捨）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

注記 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比
番号 ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ） ( 千円 ） （ % ）

％ ％ ％ 

22,815,855              100.0      24,499,406              100.0      46,187,314              100.0      

19,433,207              85.2       20,606,582              84.1       38,927,690              84.3       

3,382,647                14.8       3,892,824                15.9       7,259,624                15.7       

※5 3,190,086                14.0       3,526,744                14.4       6,499,143                14.1       

192,560                  0.8         366,079                  1.5         760,480                  1.6         

110,512                  0.5         117,837                  0.5         188,846                  0.4         

91,302                    0.4         74,456                    0.3         178,098                  0.4         

211,771                  0.9         409,460                  1.7         771,228                  1.6         

※1 6,867                      0.0         1,158                      0.0         77,591                    0.2         

※2 294,681                  1.2         35,613                    0.1         349,491                  0.8         

△  76,043               △　0.3    375,004                  1.6         499,329                  1.0         

43,257                    0.2         225,767                  0.9         273,036                  0.6         

△    8,629              △　0.0    -                            -            △    9,351              △　0.0    

△  50,206               △　0.2    △  47,513               △　0.2    △  23,846               △　0.1    

△  60,464               △　0.3    196,750                  0.9         259,490                  0.5         

700,703                  874,366                  700,703                  

640,238                  1,071,116                960,194                  

（ △ 中 間 純 損 失 ）

中間（当期）未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

還付法人税、住民税及び事業税

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

営 業 利 益

（△税引前中間純損失）

売 上 総 利 益

税引前中間（当期）純利益

区   分

Ⅶ

Ⅳ 営 業 外 収 益

Ⅴ 営 業 外 費 用

経 常 利 益

Ⅵ 特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

Ⅲ 販売費及び一般管理費

売 上 原 価

Ⅰ

Ⅱ

自 ２０００年 ４月 １日
至 ２０００年 ９月 ３０日（ ） 自 ２０００年 ４月 １日

至 ２００１年 ３月 ３１日（ ）自 ２００１年 ４月 １日
至 ２００１年 ９月 ３０日（ ）

－4－
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 （
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ）（

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日 ）（

前事業年度
自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日 ）

（１）有価証券 （１）有価証券 （１）有価証券１．資産の評価基準及
び評価方法   子会社株式

    移動平均法による原価法
  その他有価証券
  時価のあるもの
    移動平均法による原価法
   

  時価のないもの
    移動平均法による原価法

  子会社株式
同   左

  その他有価証券
  時価のあるもの
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均
法により算定）
  時価のないもの

同   左

  子会社株式
同   左

  その他有価証券
  時価のあるもの
   移動平均法による原価法
   

  時価のないもの
同   左

（２）デリバティブ（２）デリバティブ
     時価法

（２）デリバティブ
     時価法

（３）たな卸資産 （３）たな卸資産 （３）たな卸資産

   商品    移動平均法に基づ
         く原価法

  ただし商品の一部
（保税商品及び未着
商品）については個別
法に基づく原価法

同   左 同   左

２．固定資産の減価償
却の方法

 （１）有形固定資産
        法人税法の規定に基づ
      く定率法
  ただし、１９９８年４
月１日以降に取得した建
物（附属設備を除く。）
については、定額法を採
用しております。

 （１）有形固定資産
        定率法

同   左
   

      なお、主な耐用年数は
    以下のとおりであります。
建物及び構築物２～４０年
器具備品      ２～２０年

 （１）有形固定資産
        定率法

同   左

      なお、主な耐用年数は
    以下のとおりであります。
建物         ２～４０年
構築物       ２～４０年
器具備品     ２～２０年

 （２）無形固定資産  （２）無形固定資産  （２）無形固定資産

   営業権
  商法の規定による最長
期間にわたり毎期均等償
却しております。

   ソフトウェア
  社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額
法

   その他
  法人税法の規定に基づ
く定額法

   営業権
同   左

   ソフトウェア
同   左

   

   その他
  定額法

   営業権
同   左

   ソフトウェア
同   左

  

   その他
同   左

３．繰延資産の処理方
法

   新株発行費
  商法の規定による最長
期間にわたり毎期均等償
却しております。

   新株発行費
  商法の規定による最長
期間にわたり毎期均等償
却しております。
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項目 （
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ）（

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日 ）（

前事業年度
自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日 ）

４．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金  （１）貸倒引当金  （１）貸倒引当金
  一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上してお
ります。

同   左 同   左

 （２）賞与引当金  （２）賞与引当金  （２）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備
えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。

同   左 同   左

 （３）退職給付引当金  （３）退職給付引当金  （３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に
基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。
なお、会計基準変更時差異
（4,328 千円）については、
当中間会計期間末に一括し
て費用処理しております。

従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に
基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。
なお、数理計算上の差異
は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（７
年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理する
こととしております。

従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末におけ
る退職給付債務に基づき計
上しております。
なお、会計基準変更時差異
（4,328 千円）については、
当期末に一括して費用処理
しております。
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
（７年）による定額法によ
り、翌期から費用処理するこ
ととしております。

 （４）役員退職慰労金引当金  （４）役員退職慰労金引当金  （４）役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支出
に備えて、当社は役員退職慰
労金規定に基づく中間会計
期間末要支給額を計上して
おります。

同   左
役員の退職慰労金の支出
に備えるため、内規に基づき
期末日における要支給額の
全額を計上しております。

５．リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっており
ます。

同   左 同   左

６．その他中間財務諸
表（財務諸表）作成の
ための基本となる重
要な事項

  消費税等の会計処理方法
  消費税等の会計処理は、税
抜き方式によっております。

   消費税等の会計処理方法
同  左

   消費税等の会計処理方法
同  左
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追加情報

（
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ） （

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日

）（
前事業年度

自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日 ）

（退職給付会計）
当中間会計期間から退職給付に係る
会計基準（「退職給付に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成１０年６月１６日））を適用してお
ります。
この結果、従来の方法によった場合と
比較して、退職給付費用が、6,987 千円
増加し、経常利益は 2,295 千円減少し、
税引前中間純損失は、6,987 千円増加し
ております。
また、退職給与引当金は、退職給付引
当金に含めております。

（退職給付会計）
当期から退職給付に係る会計基準
（「退職給付に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成１
０年６月１６日））を適用しておりま
す。
この結果、従来の方法によった場合と
比較して、退職給付費用が、4,951 千円
減少し、経常利益は 9,280 千円増加し、
税引前当期純利益は、4,951 千円増加し
ております。
また、退職給与引当金は、退職給付引
当金に含めております。

（金融商品会計）
当中間会計期間においては、平成１２
年大蔵省令第 10 号附則第 3 項により、
その他有価証券のうち時価のあるもの
については時価評価を行っておりませ
ん。なお、当中間会計期間末日における
その他有価証券に係る中間貸借対照表
計上額は 235,412 千円、時価は 263,860
千円、評価差額金相当額は 28,447 千円
及び繰延税金負債相当額は 11,862 千円
であります。
また、期首時点で保有する有価証券の
保有目的を検討し、その他有価証券につ
きましては投資有価証券として表示し
ています。これによる影響額はありませ
ん。

（金融商品会計）
  当中間会計期間からその他有価証券
のうち時価のあるものの評価の方法に
ついて金融商品に係る会計基準（「金融
商品に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成１１年１
月２２日））を適用しております。この
結果、その他有価証券評価差額金29,218
千円、繰延税金負債 20,899 千円が計上
されております。

（金融商品会計）
当期から金融商品に係る会計基準
（「金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成１
１年１月２２日））を適用しておりま
す。この変更による損益への影響はあり
ません。
当期においては、その他有価証券のう
ち時価のあるものについて時価評価を
行っておりません。
なお、平成１２年大蔵省令第 8号附則
第4項によるその他有価証券に係る貸借
対照表計上額は 235,412 千円、時価は
297,880 千円、評価差額金相当額は
62,467 千円及び繰延税金負債相当額
26,049 千円であります。

（外貨建取引等会計基準）
当中間会計期間から改訂後の外貨建
取引等会計処理基準（「外貨建取引等会
計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会  平成１１年１０月２２
日））を適用しております。なお、この
変更による損益への影響額はありませ
ん。

（外貨建取引等会計基準）
当期から改訂後の外貨建取引等会計
処理基準（「外貨建取引等会計処理基準
の改訂に関する意見書」（企業会計審議
会  平成１１年１０月２２日））を適用
しております。なお、この変更による損
益への影響額はありません。
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（
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ） （

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日

）（
前事業年度

自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日 ）

（賞与引当金）
賃金規定の改訂手続き中であり、賞
与の支給日、支給期間および支給基準
が変更されております。これにともな
う経過措置として、２００１年４月か
ら２００１年９月までの期間に係る支
給日は下記のとおりとなっておりま
す。
・２０００年１０月１日から２００１
年３月３１日分と２００１年４月 1
日から２００１年６月３０日分の
一部を、２００１年７月１０日に支
給。
・２００１年４月１日から２００１年
６月３０日分の残金と２００１年
７月1日から２００１年９月３０日
分を、２００１年１２月１０日に支
給。

当中間期間末は、新支給基準に基づ
く２００１年４月１日から２００１年
９月３０日までの発生額のうち未支給
分を支給見込額として賞与引当金に計
上しております。なお、前中間期間は
変更後の基準によった場合に比べ、賞
与引当金残高が 43,264 千円減少し、営
業利益、経常利益及び税引前中間純利
益は 43,264 千円増加しております。

（賞与引当金）
賃金規定の改訂手続きの途中であ
り、２０００年１０月から２００１年６
月は経過措置として、支給対象期間を下
記のとおり変更することとしました。
・ ２０００年１０月１日から２００１
年３月３１日分と２００１年４月 1
日から２００１年６月３０日分の一
部を、２００１年７月１０日に支
給。

  当期末は、２０００年１０月 1日から
２００１年３月３１日までの発生額を
支給見込額として賞与引当金に計上し
ているため、従来と同一の支給対象期間
によった場合と比較して賞与引当金残
高が 43,260 千円減少し、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益は 43,260
千円増加しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（２０００年９月３０日）

当中間会計期間末

（２００１年９月３０日）

前事業年度

（２００１年３月３１日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

4,955,363 千円

※１.有形固定資産の減価償却累計額

5,663,450 千円

※１.有形固定資産の減価償却累計額

5,336,970 千円

（中間損益計算書関係）

（
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ） （

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日 ） （

前事業年度
自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日 ）

※１．特別利益の主要項目 ※１．特別利益の主要項目 ※１．特別利益の主要項目

固定資産売却益 固定資産売却益

車両運搬具 21 千円 車両運搬具 21 千円

和解金 6,000 千円 和解金 6,000 千円

※２．特別損失の主要項目 ※２．特別損失の主要項目 ※２．特別損失の主要項目

　　固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損

建物及び構築物 3,390 千円 建物及び構築物 4,892 千円 建物 13,698 千円

器具備品 4,960 千円 車両運搬具 80 千円 構築物 4,799 千円

車両運搬具 172 千円 計 4,972 千円 器具備品 4,960 千円

計 8,523 千円 車両運搬具 1,205 千円

計 24,664 千円

                  貸倒損失 22,813 千円 　 固定資産売却損 貸倒損失 221,838 千円

土地 6,140 千円

         貸倒引当金繰入額 247,480 千円 貸倒引当金繰入額 62,750 千円

借入金繰上返済損害金 12,038 千円

    退職給付会計変更時 退職給付会計変更時

             差異費用処理額 4,328 千円 酒販免許更新に伴う 差異費用処理額 4,328 千円

旧権利金償却額 11,264 千円

             関係会社整理損 9,392 千円 関係会社整理損 9,392 千円
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（リース取引関係）

（
前中間会計期間

自 ２０００年４月  １日
至 ２０００年９月３０日 ） （

当中間会計期間
自 ２００１年４月  １日
至 ２００１年９月３０日） （

前事業年度
自 ２０００年４月  １日
至 ２００１年３月３１日）

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（1）リース取引の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

（1）リース取引の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

（1）リース取引の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取　得
価　額
相当額

減　価
償　却
累計額
相当額

中  間
期  末
残  高
相当額

取　得
価　額
相当額

減　価
償　却
累計額
相当額

中  間
期  末
残  高
相当額

取　得
価　額
相当額

減　価
償　却
累計額
相当額

期  末
残　高
相当額

建物及

び構築

物

千円

6,309

千円

6,309

千円

－
器具
備品

千円

4,507

千円

4,507

千円

－ 建物

千円

3,229

千円

3,229

千円

－

機械及
び装置 1,636 1,636 － 合　計 4,507 4,507 －

構築物 3,079 3,079 －
器具
備品 7,173 6,529 644

機械及
び装置 1,636 1,636 －

合　計 15,118 14,474 644
器具
備品 10,273 10,166 106

合　計 18,218 18,112 106

（２）未経過リース料中間期末残高相当額

 １年内　 　         717 千円

 １年超　 　           - 千円

 合　計　 　         717 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額

   及び支払利息相当額

（２）未経過リース料中間期末残高相当額

                     

（３）支払リース料、減価償却費相当額

   及び支払利息相当額

（２）未経過リース料期末残高相当額

 １年内　 　       124 千円

 １年超　 　         - 千円

 合　計　 　       124 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当

   額及び支払利息相当額

支払リース料 1,197 千円 支払リース料 125 千円  支払リース料 1,860 千円

減価償却費相当額 1,060 千円 減価償却費相当額 106 千円  減価償却費相当額 1,615 千円

支払利息相当額 30 千円 支払利息相当額 0千円  支払利息相当額 84 千円

 （４）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

（５）利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得

価額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によ

っております。

 （４）減価償却費相当額の算定方法

同　 左

（５）利息相当額の算定方法

同　 左

 （４）減価償却費相当額の算定方法

同　 左

（５）利息相当額の算定方法

同　 左

（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。


